
（未定稿） 

平成１４年度税制改正案の概要 
 
 

 
 
 
 
 
 

（注）平成 14 年度においても、国・地方を合わせ６兆円を相当上回る個人所得課税及び
法人課税の恒久的な減税が継続している。 

 
 
連結納税制度 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結納税制度を創設することとし、次の措置を講ずる｡ 
 

○ 基本的な考え方 
・ 企業グループ内の個々の法人の所得と欠損を通算して法人税を課税する仕組み 
・ 連結納税制度の創設は、企業の組織再編成を促進し、わが国企業の国際競争力
の維持、強化と経済の構造改革に資する。 

 
○ 適用法人・適用方法 

・ 適用法人：内国法人である親会社とその 100％子会社 
・ 連結納税制度の適用は選択制とし、国税庁長官の承認を受けるものとする。ま
た、一旦選択した場合には継続して適用するものとする。 

 
○ 連結所得金額及び連結税額の計算 

・ 連結所得金額及び連結税額は、連結グループ内の各法人の所得金額を基礎と
し、所要の調整を加えた上で、連結グループを一体として計算する。 

・ その上で、連結税額を連結グループ内の各法人の個別所得金額又は個別欠損金
額を基礎として計算される金額を基にして連結グループ内の各法人に配分する。 

 
○ 連結所得金額・連結税額の計算に係る諸制度の取扱い 

連結グループを一体として要件の判定や計算等を行うことを基本としつつ、制
度の趣旨や技術的な観点も踏まえて、措置を講ずる｡ 

 
○ 租税回避行為の防止 

多様な租税回避行為に適切に対応するため、包括的な租税回避行為防止規定等
を設ける。 

 
○ 適用関係 

連結納税制度については、平成 14年４月１日以後に開始し、かつ、平成 15年 
３月 31日以後に終了する事業年度から適用する。 

 
○ 連結納税制度の創設に伴う財源措置 

連結納税制度の創設に伴う税収減に対応するための財源措置（連結納税制度の
仕組みの中での措置（連結付加税等）及び課税ベースの見直し）を講じ、２年後
において改めて財源措置の見直しを行う｡ 

社会経済情勢の変化や厳しい財政状況を踏まえつつ、構造改革に資する
等の観点から、連結納税制度を創設するとともに、中小企業関係税制及び
金融・証券税制等につき所要の措置を講ずることとし、次のとおり税制改
正を行う。 



 
 
中小企業関係税制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
金融・証券税制 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 同族会社の留保金課税の軽減等 
・ 試験研究費及び開発費の合計額の収入金額に対する割合が３％を超える一定
の中小企業を留保金課税の不適用措置の対象に加える。 

・ 中小法人に係る留保金課税の税額については、５％軽減する。 

○ 交際費等の損金不算入制度の定額控除限度額の引き上げ 
資本金 1,000万円超 5,000万円以下の法人に係る定額控除限度額を 400万円 

（現行 300万円）に引き上げる｡ 
 
〇 取引相場のない株式等についての相続税の課税価格の減額措置 
    個人が相続等により取得した一定の取引相場のない株式等について、相続税

の課税価格を 10％減額する措置を講ずる。 
 （注）平成 14年１月１日以後に相続等により取得する財産について適用する。 

 

○ 障害者等に対する少額貯蓄非課税制度への改組 
   老人等の少額貯蓄非課税制度を、障害者等に対する少額貯蓄非課税制度に改

組する(平成 18年 1月)｡ 
   障害者等に該当しない方については、 

・ 平成 14年末において 65歳以上になっている方は、同年末に設定されて
いる非課税枠の範囲内で、平成 17年末まで制度存続。 

・ 平成 15年１月以降 65歳となる方は、非課税制度の対象とならない。 
 
○ 特定口座内の上場株式等の譲渡に係る所得計算及び申告不要の特例の創設 

・ 特定口座内の上場株式等の譲渡による所得金額の計算については、その特定
口座外の上場株式等とは区分して行う（簡便な申告）。 

・ 特定口座内の上場株式等の譲渡による所得については、選択により、源泉徴
収の上、申告不要とすることができる。 

 
○ 新株予約権制度の施行に伴うストック・オプション税制の拡充 
    ストック・オプション税制について、適用対象者の範囲を拡大するととも

に、新株予約権の行使に係る権利行使価額の年間限度額を 1,200万円（現行
1,000万円）に引き上げる｡ 

 
○ レポ取引の非課税制度の創設 
    外国の金融機関が国内の金融機関との間で行うレポ取引（債券の買戻又は売

戻条件付売買取引）につき、一定の要件の下で、取引から生ずる利子を非課税
とする。  

 
○ 自己株式（いわゆる「金庫株」）の処分による譲渡益・譲渡損に相当する金額
は、資本積立金額の増加・減少金額とする。 



 
 
 
 
社会経済情勢の変化への対応 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［土地・住宅税制］ 
〇 一定の要件を満たす中高層の耐火建築物及びその敷地を一体として取得した場合
には、所有権等の移転登記に対する登録免許税の税率を 1,000分の 25（本則 1,000
分の 50）等に軽減する措置を講ずる。 

 
〇 住宅ローン減税の対象となる増改築等の範囲に、地震に対する安全基準に適合す
る一定の修繕又は模様替えを加える｡ 

［環境・福祉への配慮］ 
○ 再商品化設備等の特別償却制度について、廃木材乾燥熱圧装置、食品循環資源油
脂化設備及び食品循環資源メタン化設備等を対象設備に加えるほか、所要の見直し
を行った上、制度の適用期限を２年延長する。 

 
○ 障害者対応設備等の特別償却制度の適用期限を２年延長する。 
 
〇 個人が相続等により取得した一定の山林について、相続税の課税価格を５％減額
する措置等を講ずる。 

 （注）平成 14年１月１日以降に相続等により取得する財産について適用する。 
 
○ 自動車リサイクル法（仮称）の制定等に伴い、マニフェスト（仮称）により使用
済み自動車が適正に解体処理されたことが陸運支局長等により確認された場合に、
車検証の有効期間の残期間に相当する自動車重量税額を還付する措置を講ずる｡ 

 （注）自動車リサイクル法等の施行時期と合わせて実施する。 

［沖縄の経済振興等に係る税制上の措置］ 
○ 金融業務特別地区（仮称）内において新設された法人のうち、専ら同地区内で金
融業又は金融関連業務を営むものであって常時使用する従業員が 20人以上であるこ
と等の要件を満たす認定法人については、その設立後 10年間、同地区内で営む金融
業又は金融関連業務から得られた所得について、100分の 35の所得控除を認める。
（所得控除額は金融業務特別地区内における人件費の 100分の 20を限度とし、投資
税額控除制度との選択適用） 

 
○ その他、特定情報中枢機能振興地区（仮称）の創設、産業総合振興地域（仮称）
の創設、観光振興地域の要件緩和等の措置を講ずる。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他の租税特別措置  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［その他］ 
○   2005年日本国際博覧会出展準備金（仮称）制度を創設する。 
 
○  全国新幹線鉄道整備法において新幹線鉄道大規模改修引当金（仮称）が義務づ

けられることに伴い、新幹線鉄道大規模改修準備金（仮称）制度を創設する。 
 
○  公益法人等の収益事業に係る課税について、私立大学等が他の者の委託に基づ

いて行う研究に係る一定の事業を請負業の範囲から除外する。 
 
 

〇 真に必要な措置を講ずる一方、課税の適正化の観点から整理合理化を行う。 






